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平成１８年１２月期  個別財務諸表の概要           
平成１９年２月１６日 

会 社 名  中央化学株式会社           上場取引所    ＪＡＳＤＡＱ 
コード番号  ７８９５                本社所在都道府県 埼玉県 
(URL http://www.chuo-kagaku.co.jp) 
代  表  者  役  職  名 代表取締役社長 
        氏    名 渡辺 信          
問い合わせ先  責任者役職名 取締役管理本部長兼総務部長兼経理部長 

        氏    名 永田 修         ＴＥＬ（０４８）５４０－２６２４ 
決算取締役会開催日  平成１９年２月１６日       配当支払開始予定日  平成 19年 3月 30日 

定時株主総会開催日  平成１９年３月２９日       単元株制度採用の有無 有（1単元 100株） 
 
１．１８年１２月期の業績（平成１８年１月１日～平成１８年１２月３１日） 
(1) 経営成績  （注）記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 
  売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  

 
18 年 12 月期 
17 年 12 月期 

百万円   ％ 
         70,261（  △2.2）  
         71,866（    1.1）  

百万円   ％ 
          428（ △76.3） 
         1,810（   25.7） 

百万円   ％ 
           510（ △74.5）            
          2,006（   50.9） 

 

 
 

当 期 純 利 益 
1 株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり当期純利益  

自己資本 
当期純利益率 

総  資  産 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 
 18 年 12 月期 
 17 年 12 月期 

百万円   ％ 
86（   －）       

△3,192（   －）       

円  銭 
  5  18 
△176  70 

円  銭 
－   － 
－   － 

％ 
  0.3 
 △9.1 

％ 
   0.8 
   3.0 

％ 
   0.7 
   2.8 

(注)1．期中平均株式数    18 年 12 月期   16,649,409 株   17 年 12 月期   18,218,651 株 
  2．会計処理の方法の変更   有 
  3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2) 財政状態 
  総 資 産 純 資 産 自己資本比率 1 株当たり純資産  
 

18 年 12 月期 
17 年 12 月期 

百万円 
      69,416 
      65,063 

百万円 
        31,900 
        32,382 

％ 
          46.0 
          49.8 

円  銭 
     1,916     00 
     1,943     33 

 

(注)1．期末発行済株式数   18 年 12 月期   16,649,348 株  17 年 12 月期   16,649,420 株 
    2．期末自己株式数    18 年  12 月期    1,890,652 株   17 年 12 月期    1,890,580 

 
株 

 
２．１９年１２月期の業績予想（平成１９年１月１日～平成１９年１２月３１日） 

 売 上 高 営業利益 経常利益 当期純利益  

 
中 間 期 
通  期 

百万円 
     35,500 
     76,000 

百万円 
         270 
       1,600 

百万円 
      300 
    1,500 

百万円 
    100 
    700 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）42 円 04 銭 
 
３．配当状況 
・現金配当 １株当たり配当金（円） 配当金総額 配当性向 純資産配当率

 第 1 四半期末 中間期末 第 3四半期末 期末 その他 年間 (百万円) （％） （％） 

１7 年 12 月期 － 10.00 － 10.00 － 20.00 349 － 1.0 

１8 年 12 月期 － 10.00 － 10.00 － 20.00 332 386.1 1.0 
１9年 12月期(予想) － 10.00 － 10.00 － 20.00    

 
上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいております。 
実際の業績は様々な要因により予想数値とは大きく異なる結果となる可能性があります。 
上記の業績予想に関連する事項につきましては、添付資料の 5,6 ページを参照してください。 
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Ⅰ.個別財務諸表等 

 

１.比較貸借対照表 
                                                                                       （単位：千円） 

当 事 業 年 度 
(平成 18 年 12 月 31 日現在) 

前 事 業 年 度 
(平成 17 年 12 月 31 日現在) 

   期 別                                           
 
 科 目 金  額 構成比    金  額 構成比    

比 較 増 減 
（△印減） 

  ( 資 産 の 部 )      ％      ％  
流 動 資 産      
現 金 及 び 預 金 4,283,708  3,955,961  327,746 
受 取 手 形 3,179,924  2,266,207  913,717 
売 掛 金 12,373,959  12,308,305  65,654 
商 品 196,122  157,299  38,823 
製 品 6,290,493  6,187,208  103,284 
原 材 料 930,706  1,421,280  △490,574 
仕 掛 品 428,673  427,570  1,103 
貯 蔵 品 126,532  134,864  △8,332 
前 渡 金 3,180  301,333  △298,153 
前 払 費 用 254,563  182,101  72,461 
未 収 入 金 1,880,157  1,694,776  185,380 
繰 延 税 金 資 産 183,305  255,080  △71,774 
関係会社短期貸付金 4,505,252  4,530,762  △25,510 
そ の 他 702,621  696,126  6,494 
貸 倒 引 当 金 △42,384  △43,000  615 
流 動 資 産 合 計 35,296,818 50.8 34,475,879 53.0 820,938 

      
固 定 資 産      
有 形 固 定 資 産      
建 物 4,599,047  4,797,401  △198,353 
構 築 物 493,104  511,451  △18,347 
機 械 及 び 装 置 1,719,253  1,722,638  △3,385 
車 両 運 搬 具 1,685  2,394  △708 
工 具 ･ 器 具 ･ 備 品 738,836  683,070  55,766 
土 地 4,840,690  4,840,690  － 
建 設 仮 勘 定 479,658  58,889  420,769 
有形固定資産合計 12,872,276 18.5 12,616,535 19.4 255,740 
無 形 固 定 資 産      
ソ フ ト ウ ェ ア 21,317  28,567  △7,249 
そ の 他 46,719  57,520  △10,801 
無形固定資産合計 68,037 0.1 86,087 0.1 △18,050 
投 資 そ の 他 の 資 産      
投 資 有 価 証 券 886,754  1,708,469  △821,714 
関 係 会 社 株 式 7,028,544  7,031,544  △2,999 
関 係 会 社 出 資 金 7,395,251  6,800,960  594,291 
長 期 貸 付 金 222,325  241,116  △18,791 
関係会社長期貸付金 2,420,518  28,336  2,392,182 
長 期 売 掛 金 2,314,099  1,821,997  492,102 
長 期 立 替 金 257,000  －  257,000 
更 生 債 権 等 8,376,526  8,366,331  10,194 
長 期 前 払 費 用 1,282  2,045  △763 
繰 延 税 金 資 産 3,045,407  2,687,388  358,018 
そ の 他 509,592  497,699  11,893 
貸 倒 引 当 金 △7,902,486  △7,846,581  △55,905 
海外投資等損失引当金 △3,375,293  △3,457,398  82,105 
投資その他の資産合計 21,179,522 30.6 17,881,910 27.5 3,297,612 
固 定 資 産 合 計 34,119,835 49.2 30,584,533 47.0 3,535,302 
繰 延 資 産      
社 債 発 行 費 －  2,666  △2,666 
繰 延 資 産 合 計 －  2,666  △2,666 
資 産 合 計 69,416,653 100.0 65,063,079 100.0 4,350,690 
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                                                                                    （単位：千円） 
当 事 業 年 度 

(平成 18 年 12 月 31 日現在) 
前 事 業 年 度 

(平成 17 年 12 月 31 日現在) 
   期 別 
 
 科 目 金  額 構成比    金  額 構成比    

比 較 増 減 
（△印減） 

  ( 負 債 の 部 )  ％  ％  
流 動 負 債      
支 払 手 形 3,147,253  3,808,856  △ 661,602 
買 掛 金 12,241,351  10,448,648  1,792,703 
短 期 借 入 金 10,950,000  6,200,000  4,750,000 
一年以内に 返済予定の 長期借入金  1,082,000  1,457,000  △ 375,000 
一年以内に償還予定の社債  500,000  －  500,000 
未 払 金 2,448,529  2,160,743  287,785 
未 払 費 用 217,112  189,178  27,933 
未 払 法 人 税 等 149,500  472,556  △ 323,055 
未 払 消 費 税 等 29,295  166,386  △ 137,090 
前 受 金 12,761  700  12,060 
預 り 金 138,263  145,452  △ 7,189 
前 受 収 益 1,000  1,000  － 
設備関係支払手形 324,479  183,713  140,766 
そ の 他 76  26,165  △ 26,088 
流 動 負 債 合 計 31,241,623 45.0 25,260,401 38.8 5,981,222 

固 定 負 債      
社 債 －  500,000  △ 500,000 
長 期 借 入 金 2,889,000  3,971,000  △ 1,082,000 
長 期 未 払 金 133,500  －  133,500 
退 職 給 付 引 当 金 408,560  446,290  △ 37,729 
役員退職慰労引当金 333,680  －  333,680 
関係会社事業損失引当金  2,360,000  2,360,000  － 
そ の 他 150,145  143,074  7,071 
固 定 負 債 合 計 6,274,886 9.0 7,420,364 11.4 △ 1,145,477 

負 債 合 計 37,516,510 54.0 32,680,765 50.2 4,835,744 
      

  ( 資 本 の 部 )      
資 本 金 － － 5,712,750 8.8 △ 5,712,750 
資 本 剰 余 金      
   資 本 準 備 金 － － 7,759,959 11.9 △ 7,759,959 
利 益 剰 余 金      
   利 益 準 備 金 －  368,995  △ 368,995 
   任 意 積 立 金 －  23,836,131  △ 23,836,131 
  特 別 償 却 準 備 金 －  11,222  △ 11,222 
  土 地 圧 縮 積 立 金 －  24,908  △ 24,908 
 別 途 積 立 金 －  23,800,000  △ 23,800,000 

   当期未処分利益又は 
 当期未処理損失（△） 

－ 
 
△3,024,143 

 
3,024,143 

 利 益 剰 余 金 合 計 － － 21,180,983 32.6 △ 21,180,983 
その他有価証券評価差額金 － － 210,078 0.3 △ 210,078 
自 己 株 式 － － △2,481,456 △3.8 2,481,456 
資 本 合 計 － － 32,382,314 49.8 △ 32,382,314 
負 債 ･ 資 本 合 計 － － 65,063,079 100.0 △ 65,063,079 
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                                                                                    （単位：千円） 
当 事 業 年 度 

(平成 18 年 12 月 31 日現在) 
前 事 業 年 度 

(平成 17 年 12 月 31 日現在) 
   期 別 
 
 科 目 金  額 構成比    金  額 構成比    

比 較 増 減 
（△印減） 

(純 資 産 の 部 )  ％  ％  

株  主  資  本      
 資   本   金 5,712,750 8.2 － － 5,712,750 
 資 本 剰 余 金      
  資  本  準  備  金 7,759,959  －  7,759,959 
   資 本 剰 余 金 合 計 7,759,959 11.2 － － 7,759,959 
  利 益 剰 余 金      
 利 益 準 備 金 368,995  －  368,995 
   その他利益剰余金      
   特別償却準備金 8,149  －  8,149 
   土地圧縮積立金 24,908  －  24,908 
  別 途 積 立 金 20,200,000  －  20,200,000 
   繰越利益剰余金 305,118  －  305,118 
    利 益 剰 余 金 合 計 20,907,171 30.1 － － 20,907,171 
   自 己 株 式 △2,481,519 △3.5 － － △2,481,519 
 株 主 資 本 合 計 31,898,361 46.0 － － 31,898,361 
評 価 ・ 換 算 差 額 等      
 そ の 他 有 価 証 券 
  評 価 差 額 金 

 
870 

0.0 － －  
870 

 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 911 0.0 － － 911 
 評価・換算差額等合計 1,782 0.0 － － 1,782 
純 資 産 合 計 31,900,143  － － 31,900,143 
負 債 純 資 産 合 計 69,416,653 100.0 － － 69,416,653 
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２.比較損益計算書 
                                                                                    （単位：千円） 

当 事 業 年 度 

自 平成 18 年 01 月 01 日 

至 平成 18 年 12 月 31 日 

前 事 業 年 度 

自 平成 17 年 01 月 01 日 

至 平成 17 年 12 月 31 日 

    期 別 

 

 科  目 

金  額 百分率 金  額 百分率 

比 較 増 減 

（△印減） 

  ％  ％  

売 上 高      

商 品 売 上 高 14,730,676  14,359,243  371,433 

製 品 売 上 高 55,530,478  57,507,411  △ 1,976,933 

売 上 高 合 計 70,261,155 100.0 71,866,655 100.0 △ 1,605,499 
売 上 原 価      

商 品 売 上 原 価      

商 品 期 首 棚 卸 高 157,299  149,050  8,248 

当 期 商 品 仕 入 高 13,964,482  13,698,837  265,644 

合 計 14,121,782  13,847,888  273,893 
他 勘 定 振 替 高 5,249  4,436  812 

商 品 期 末 棚 卸 高 196,122  157,299  38,823 

商 品 売 上 原 価 13,920,409  13,686,152  234,257 
製 品 売 上 原 価      

製 品 期 首 棚 卸 高 6,187,208  6,711,989  △ 524,780 

当 期 製 品 製 造 原 価 43,372,128  43,161,070  211,058 

合 計 49,559,337  49,873,059  △ 313,722 
他 勘 定 振 替 高 343,056  439,020  △ 95,964 

製 品 期 末 棚 卸 高 6,290,493  6,187,208  103,284 

製 品 売 上 原 価 42,925,787  43,246,830  △ 321,042 

売 上 原 価 合 計 56,846,197 80.9 56,932,982 79.2 △ 86,785 

売 上 総 利 益 13,414,957 19.1 14,933,672 20.8 △ 1,518,714 

販売費及 び 一般管理費 12,986,125 18.5 13,123,361 18.3 △ 137,235 

営 業 利 益 428,831 0.6 1,810,310 2.5 △ 1,381,479 
営 業 外 収 益      

受 取 利 息 222,052  172,350  49,701 

受 取 配 当 金 148,729  140,425  8,304 

仕 入 割 引 7,630  6,873  756 

為 替 差 益 －  50,196  △50,196 

そ の 他 197,762  192,647  5,115 

営 業 外 収 益 合 計 576,175 0.8 562,493 0.8 13,681 

営 業 外 費 用      

支 払 利 息 148,184  141,767  6,417 

手 形 売 却 損 42,930  50,126  △ 7,196 

売 上 割 引 123,494  129,990  △ 6,495 

為 替 差 損 124,607  －  124,607 

そ の 他 54,948  44,918  10,029 

営 業 外 費 用 合 計 494,166 0.7 366,802 0.5 127,363 

経 常 利 益 510,840 0.7 2,006,001 2.8 △ 1,495,161 
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                                                                                  （単位：千円） 

当 事 業 年 度 

自 平成 18 年 01 月 01 日 

至 平成 18 年 12 月 31 日 

前 事 業 年 度 

自 平成 17 年 01 月 01 日 

至 平成 17 年 12 月 31 日 

    期 別 

 

 科  目 

金  額 百分率 金  額 百分率 

比 較 増 減 

（△印減） 

  ％  ％  

特 別 利 益      

固 定 資 産 売 却 益 191  1,189  △ 998 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 166,796  3  166,793 

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 28,279  2,975  25,304 

特 別 利 益 合 計 195,267 0.3 4,168 0.0 191,099 
特 別 損 失      

前 期 損 益 修 正 損 54,959  42,218  12,741 

固 定 資 産 除 売 却 損 33,894  99,589  △ 65,695 

役 員 退 職 金 －  7,230  △ 7,230 
役員退職慰労引当金繰入額 322,160  －  322,160 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 －  129,172  △ 129,172 

海外投資等損失引当金繰入額  －  1,250,000  △ 1,250,000 

棚 卸 資 産 評 価 損 －  3,610  △ 3,610 

棚 卸 資 産 処 分 損 203,530  345,685  △ 142,155 

関係会社事業損失引当金繰入額 －  2,360,000  △ 2,360,000 

減 損 損 失 －  270,000  △ 270,000 

そ の 他 4,502  55,757  △ 51,254 

特 別 損 失 合 計 619,047 0.9 4,563,265 6.4 △ 3,944,217 

税引前当期純利益又は 

税引前当期純損失(△) 
87,060 0.1 △ 2,553,094 △3.6 2,640,155 

法人税 ､住民税及び事業税 145,699 0.2 679,195 0.9 △ 533,496 

法 人 税 等 調 整 額 △ 144,815 △0.2 △ 40,143 △0.1 △ 104,672 

当期純利益又は当期純損失(△)  86,176 0.1 △ 3,192,147 △4.4 3,278,323 

前 期 繰 越 利 益 －  351,493  △ 351,493 

中 間 配 当 額 －  183,490  △ 183,490 

当 期 未 処 理 損 失(△) －  △ 3,024,143  3,024,143 
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3.利益処分計算書 
                                               （単位：千円） 
         期 別 
 
 科 目 

前 事 業 年 度 
株主総会承認日 
(平成 18 年 3 月 30 日) 

   
   

当 期 未 処 理 損 失 （ △ ）  △3,024,143 

   

任 意 積 立 金 取 崩 高   

特別償却準備金取崩額 4,067  

別 途 積 立 金 取 崩 額 3,600,000 3,604,067 

合  計  579,923 
   
利 益 処 分 額   

   
配 当 金 166,494  
役 員 賞 与 金 27,000  
（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ） （  3,500）

 
任 意 積 立 金 

  

特 別 償 却 準 備 金 2,213 195,707 
   

次 期 繰 越 利 益  384,216 
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3.株主資本等変動計算書 
当事業年度（自 平成 18 年 1 月 1 日 至 平成 18 年 12 月 31 日） 
                                    （単位：千円） 

株主資本 

資本剰余金   
資本金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成 17 年 12 月 31 日残高 5,712,750 7,759,959 7,759,959

当事業年度中の変動額 － － －

当事業年度中の変動額合計 － － －

平成 18 年 12 月 31 日残高 5,712,750 7,759,959 7,759,959

 
株主資本 

利益剰余金 

その他利益剰余金   

利益準備金 特別償却 

準備金 

土地圧縮

積立金 
別途積立金 繰越利益剰余金 

利益剰余金合計 
自己株式 株主資本合計

平成 17 年 12 月 31 日残高 368,995 11,222 24,908 23,800,000 △3,024,143 21,180,983 △2,481,456 32,172,235

当事業年度中の変動額 

 利益処分による特別償却準備金の積立 － 2,213 － － △2,213 － － －

 利益処分による特別償却準備金の取崩 － △4,067 － － 4,067 － － －

 特別償却準備金積立 － 1,777 － － △1,777 － － －

 特別償却準備金取崩 － △2,996 － － 2,996 － － －

 剰余金の配当 － － － － △332,988 △332,988 － △332,988

 利益処分による別途積立金の取崩 － － － △3,600,000 3,600,000 － － －

 利益処分による役員賞与の支給 － － － － △27,000 △27,000 － △27,000

 当期純利益 － － － － 86,176 86,176 － 86,176

 自己株式の取得 － － － － － － △62 △62

 株主資本以外の項目の 

 当事業年度中の変動額(純額) 
－ － － － － － － －

当事業年度中の変動額合計 － △3,073 － △3,600,000 3,329,262 △273,811 △62 △273,874

平成 18 年 12 月 31 日残高 368,995 8,149 24,908 20,200,000 305,118 20,907,171 △2,481,519 31,898,361

 
評価・換算差額等 

  
その他 

有価証券 

評価差額金 

繰延ヘッジ損益 
評価・換算 

差額等合計 

純資産合計 

平成 17 年 12 月 31 日残高 210,078 － 210,078 32,382,314

当事業年度中の変動額 

 利益処分による特別償却準備金の積立 － － － －

 利益処分による特別償却準備金の取崩 － － － －

 特別償却準備金積立 － － － －

 特別償却準備金取崩 － － － －

 剰余金の配当 － － － △332,988

 利益処分による別途積立金の取崩  － － － －

 利益処分による役員賞与の支給 － － － △27,000

 当期純利益 － － － △86,176

自己株式の取得 － － － △62

 株主資本以外の項目の 

 当事業年度中の変動額(純額) 
△209,207 911 △208,296 △208,296

当事業年度中の変動額合計 △209,207 911 △208,296 △482,170

平成 18 年 12 月 31 日残高 870 911 1,782 31,900,143
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重要な会計方針 
 
１.資産の評価基準及び評価方法 

 (１)有価証券 

  ①子会社及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

  ②その他有価証券 

   時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく時価法 

    （評価差額は全部資本直入法により処理し､売却原価は移動平均法により算定） 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

 (２)たな卸資産 

  ①商品･製品･原材料･仕掛品 

   総平均法による原価法 

(ただし製品･原材料･仕掛品中の販売用製造機械については個別法による原価法) 

  ②貯蔵品 

   最終仕入原価法 
 
２.固定資産の減価償却の方法 

 (１)有形固定資産 

  定率法によっております｡ 

  ただし､平成 10 年４月１日以降取得の建物(建物附属設備を除く)は定額法によっております｡ 

  なお､主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物 ４年 ～ 47 年 

機 械 及 び 装 置 ８年 ～ 14 年 

 (２)無形固定資産 

  定額法によっております｡ 

 ただし､自社利用のソフトウェアについては､社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております｡ 

 (３)長期前払費用 

  均等償却によっております｡ 
 
３．繰延資産の処理方法 

    社債発行費は、３年で均等償却をしております。 
 

４.引当金の計上基準 

 (１)貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるため､一般債権については貸倒実績率により､貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し回収不能見込額を計上しております｡ 

 (２)海外投資等損失引当金 

 海外投資に対する損失に備えるため､投資先の資産内容及び投資先国の為替相場の変動等を勘案して

計上しております｡ 

 (３)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため､当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき､

当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております｡ 

 数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生年度の翌事業年度から費用処理することとしております。 

 ただし､臨時従業員については､臨時従業員の退職金の支出に備えるため、退職金規定に基づく自己都

合による期末要支給額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。  
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 (４)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払に備えるため、「役員退職慰労金内規」に基づく当事業年度末要支給額を計

上しております。 

 (５)関係会社事業損失引当金 

   国内関係会社が営む事業の損失に係る当社負担に備えるため、国内関係会社の資産内容等を勘案し、

当社が負担すると予想される金額を計上しております。 

 

５.リース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については､通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡ 

 

６.ヘッジ会計の方法 

 (１)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ会計を採用しております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約及び通貨スワ

ップについては振当処理を、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処理を採用

しております。 

 (２)ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段)       (ヘッジ対象) 

金利スワップ       借入金利 

通貨スワップ       外貨建貸付金 

為替予約         外貨建金銭債権債務 

 (３)ヘッジ方針 

当社は､財務担当部門の管理の下に､外貨建取引に係る為替相場の変動リスクを回避する目的で 為

替予約取引及び通貨スワップを行い、また、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ

取引を行っております。 

 (４)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり､ヘッジ開始時及びその後も継続して相

場変動又はキャッシュ･フロー変動を完全に相殺するものと想定することが出来るため､ヘッジ手段

とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であることを確認する事により有効性の判定に代えており

ます。ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

 

７.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております｡ 
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財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（平成 17 年 12 月９日 企業
会計基準委員会 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（平成 17 年 12 月９日 企業会計基準委員会 企業会計基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 
 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、31,899,232 千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度は、改正後の財務諸表等規則により作成しております。 
 

（役員退職慰労引当金） 
 当社の役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、当事業年度より「役員退
職慰労金内規」に基づく当事業年度末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しました。 

 この変更は、役員の在任期間の状況から、将来における役員退職慰労金の負担額の重要性が増してきて

いること、及び近年の役員退職慰労金の引当計上が会計慣行として定着しつつあることを踏まえ、将来の
支出時における一時的負担の増大を避け、役員退職慰労金を役員の在任期間に亘って合理的に費用配分す

ることにより、期間損益の適正化及び財務内容の健全化を図るために行うものであります。 

 この変更により、当事業年度の発生額 18,710 千円は販売費及び一般管理費へ、過年度分相当額 322,160
千円は特別損失に計上しております。 

 この結果、従来と同一の方法を採用した場合と比べ、営業利益及び経常利益は 18,710千円減少し、税引

前当期純利益は 333,680 千円減少しております。 
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注記事項 
 

（貸借対照表関係） 
当 事 業 年 度 
（平成 18 年 12 月 31 日 現在） 

前 事 業 年 度 
（平成 17 年 12 月 31 日 現在） 

１.関係会社に対する債権及び債務 
区分掲記されているもの以外で各科目に含まれている 
ものは､次のとおりであります｡ 

１.関係会社に対する債権及び債務 
区分掲記されているもの以外で各科目に含まれている 
ものは､次のとおりであります｡ 
 

 千円
売 掛 金 及 び 受 取 手 形 1,410,278 
長 期 売 掛 金 2,314,099 
買 掛 金 876,294  

 千円
売 掛 金 及 び 受 取 手 形 1,600,157 
長 期 売 掛 金 1,821,997 
買 掛 金 695,695  

  
２.有形固定資産の減価償却累計額 ２.有形固定資産の減価償却累計額 
 35,563,901 千円  34,817,178 千円 
  
３.偶発債務 
（1）保証債務 

３.偶発債務 
（1）保証債務 

下記の会社の金融機関からの借入等に対して次のとおり 
債務保証を行っております｡ 

下記の会社の金融機関からの借入等に対して次のとおり 
債務保証を行っております｡ 

 千円

C&M  F I N E . P A C K , I N C . 1,120,765 ( 9,409 US 千ﾄﾞﾙ)
海城中央化学有限公司 461,100 ( 3,871 US 千ﾄﾞﾙ)
無錫中央化学有限公司 310,456 ( 2,606 US 千ﾄﾞﾙ)
上海中央化学有限公司 690,838 ( 5,800 US 千ﾄﾞﾙ)
シー・エフ・ケイ (株) 256,800
(株)ｹｰ･ｼｰ･ｴｺﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ 111,200
そ の 他 ２ 社 101,543 (   649 US 千ﾄﾞﾙ)

 (   382 千元   )

計 3,052,705
(株)ｹｰ･ｼｰ･ｴｺﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂに対する当社の負担割合に基づく 
分担保証額は､44,480 千円であります｡ 
（）内の金額は、外貨による保証額（内数）であります。 

 千円

C&M  F I N E . P A C K , I N C . 1,299,038 (11,002 US 千ﾄﾞﾙ)
海城中央化学有限公司 457,074 ( 3,871 US 千ﾄﾞﾙ)
無錫中央化学有限公司 427,343 ( 3,619 US 千ﾄﾞﾙ)
上海中央化学有限公司 684,806 ( 5,800 US 千ﾄﾞﾙ)
中 央 化 学 商 事 ( 株 ) 977,690
シー・エフ・ケイ (株) 344,400
(株)ｹｰ･ｼｰ･ｴｺﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂ 117,200
そ の 他 ２ 社 47,811 (   200 US 千ﾄﾞﾙ)

計 4,355,364
(株)ｹｰ･ｼｰ･ｴｺﾌﾟﾛﾀﾞｸﾂに対する当社の負担割合に基づく 
分担保証額は､46,880 千円であります｡ 
（）内の金額は、外貨による保証額（内数）であります。 

（2）連帯保証債務 
 重畳的債務引受による連帯保証債務 
   千代田国際興業(株)          1,200,000千円
千代田国際興業(株)は平成 17 年 3 月 31 日に破産清算が終
了し、消滅しておりますが、他の重畳的債務引受者が全額負
担することとしております。 

（2）連帯保証債務 
 重畳的債務引受による連帯保証債務 
   千代田国際興業(株)          1,400,000千円
千代田国際興業(株)は平成 17 年 3 月 31 日に破産清算が
終了し、消滅しておりますが、他の重畳的債務引受者が全
額負担することとしております。 

  
４.受取手形割引高 ４.受取手形割引高 
 3,272,471 千円  3,324,089 千円 
  
５. ５.授権株式数等 

会社が発行する株式の総数 40,000 千株
発 行 済 株 式 の 総 数 18,540 千株 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

 
６．期末日満期手形の処理 ６．期末日満期手形の処理 
期末日満期手形は､当期末日が金融機関の休日のため､ 
手形交換日をもって決済処理をしております｡期末残高 
に含まれる期末日満期手形は次のとおりであります｡ 
 

期末日満期手形は､当期末日が金融機関の休日のため､ 
手形交換日をもって決済処理をしております｡期末残高 
に含まれる期末日満期手形は次のとおりであります｡ 
 

 千円
受 取 手 形 151,052 
支 払 手 形 134,061 
割 引 手 形 752,098  

 千円
受 取 手 形 78,616 
支 払 手 形 125,908 
割 引 手 形 766,174  
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（損益計算書関係） 
当 事 業 年 度 
自 平成 18 年 01 月 01 日 
至 平成 18 年 12 月 31 日 

前 事 業 年 度 
自 平成 17 年 01 月 01 日 
至 平成 17 年 12 月 31 日 

１.各科目に含まれる関係会社に対するものは､次のとおり
であります｡ 

１.各科目に含まれる関係会社に対するものは､次のとおり
であります｡ 

商 品 仕 入 高 3,361,487 千円  商 品 仕 入 高 3,719,981 千円  
  
当期製品製造原価には､関係会社からの原材料等の 
仕入高が 8,931,295 千円含まれております｡ 

当期製品製造原価には､関係会社からの原材料等の 
仕入高が 9,007,867 千円含まれております｡ 

  
２.販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおりであり 
ます。 

２.販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおりであり 
ます。 

 千円 
運 送 保 管 料 5,144,369 
販 売 促 進 費 2,156,575 
給 料 手 当 1,715,779  

 千円 
運 送 保 管 料 5,173,563 
販 売 促 進 費 2,355,669 
給 料 手 当 1,656,143  

  
３.研究開発費の総額は､次のとおりであります。 ３.研究開発費の総額は､次のとおりであります。 
一般管理費に含まれる研究開発費 351,144 千円  一般管理費に含まれる研究開発費 300,646 千円  
  
４.固定資産売却益の内容は､次のとおりであります｡ ４.固定資産売却益の内容は､次のとおりであります｡ 
機 械 及 び 装 置 191 千円 

                

車 両 運 搬 具 106 千円 
工 具 ･ 器 具 ･ 備 品              1,083  

           計              1,189 
  

５.固定資産売却損の内容は､次のとおりであります｡ ５. 
 千円 

建 物 203 
工 具 ･ 器 具 ･ 備 品 7  

計 211   

 

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

  
６.固定資産除却損の内容は､次のとおりであります｡ ６.固定資産除却損の内容は､次のとおりであります｡ 

 千円 
建 物 22,237 
構 築 物 161 
機 械 及 び 装 置 9,976  
工 具 ･ 器 具 ･ 備 品 1,308  

計 33,683   

 千円 
建 物 306 
機 械 及 び 装 置 17,172  
工 具 ･ 器 具 ･ 備 品 82,111  

計 99,589   

  

７. 
＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ 

７.減損損失 
 当期において、以下の資産グループについて減損損失
を計上しております。 

種類 用途 場所 金額 
（千円） 

土地 遊休不動  産等 
奈良県 
五條市      270,000 

 当社は、管理会計上の事業所区分をグルーピングの単
位としております。但し、将来の使用が見込まれていな
い遊休資産などは、個別に判定しております。 
 遊休不動産等について、当該資産の帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（270,000千
円）として特別損失に計上しました。なお、当該資産の

回収可能価額は、正味売却価額を使用し、第三者による
調査価格に基づき評価しております。 
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（株主資本等変動計算書関係） 
 
 当事業年度（自 平成 18 年 1 月 1 日 至 平成 18 年 12 月 31 日） 
１．自己株式に関する事項 
 
 
株式の種類 

前 事 業 年 度 末 
  株式数（株） 

当 事 業 年 度 
  増加株式数（株） 

当 事 業 年 度 
  減少株式数（株） 

当 事 業 年 度 末 
 株式数（株） 

普通株式 1,890,580 72 － 1,890,652 

（変動事由） 
 単元未満株式の買取による増加  72 株 
 
 
（リース取引関係） 

当 事 業 年 度 
自 平成 18 年 01 月 01 日 
至 平成 18 年 12 月 31 日 

前 事 業 年 度 
自 平成 17 年 01 月 01 日 
至 平成 17 年 12 月 31 日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス･リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス･リース取引 

  
１.リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額相当額及
び期末残高相当額                    (単位：千円) 

１.リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額相当額及
び期末残高相当額                    (単位：千円) 

    
取 得 価 額 
相 当 額 

減 価 償 却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 残 高 
相 当 額 

機械及び 
装 置 

3,814,526 2,051,332 1,763,194 

車 両 
運 搬 具 33,117 14,468 18,648 

工具･器具 
･ 備 品 1,891,411 772,817 1,118,593 

ソ フ ト 
ウ ェ ア 

18,274 9,733 8,540 

合 計 5,757,329 2,848,352 2,908,976 
 

 
取 得 価 額 
相 当 額 

減 価 償 却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 残 高 
相 当 額 

機械及び 
装 置 

3,685,604 1,692,716 1,992,887 

車 両 
運 搬 具 41,242 18,188 23,054 

工具･器具 
･ 備 品 1,800,372 880,640 919,732 

ソ フ ト 
ウ ェ ア 

69,794 58,229 11,565 

合 計 5,597,014 2,649,774 2,947,239 
 

  
  
２.未経過リース料期末残高相当額 ２.未経過リース料期末残高相当額 
一 年 内 971,165 千円 
一 年 超 1,899,338 
合 計 2,870,504  
 

一 年 内 903,155 千円 
一 年 超 2,048,390 
合 計 2,951,546 
 
 

３.支払リース料､減価償却費相当額及び支払利息相当額 ３.支払リース料､減価償却費相当額及び支払利息相当額 
支 払 リ ー ス 料 978,160 千円 
減 価 償 却 費 相 当 額 837,270 
支 払 利 息 相 当 額  66,692  

支 払 リ ー ス 料 898,308 千円 
減 価 償 却 費 相 当 額 859,834 
支 払 利 息 相 当 額  54,152  

  
４.減価償却費相当額の算定方法 ４.減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額
法により算定しております｡ 

リース期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額
法により算定しております｡ 

  
５.利息相当額の算定方法 ５.利息相当額の算定方法 
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額
を支払利息相当額とし､各期への配分方法については利
息法によっております｡ 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額
を支払利息相当額とし､各期への配分方法については利
息法によっております｡ 
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（有価証券関係） 
 当事業年度(自 平成 18 年１月１日 至 平成 18 年 12 月 31 日)及び前事業年度（自 平成 17年１月１日  
至 平成 17 年 12 月 31 日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 

 
（税効果会計関係） 

当 事 業 年 度 
（平成 18 年 12 月 31 日 現在） 

前 事 業 年 度 
（平成 17 年 12 月 31 日 現在） 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の 
内訳 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の 
内訳 

（繰延税金資産）                              千円 （繰延税金資産）                              千円 
棚 卸 資 産 評 価 否 認 額 132,006  
貸倒引当金損金算入限度超過額  3,186,557  
未 払 事 業 税 否 認 額 20,345  
退職給付引当金繰入限度超過額 165,222  
海外投資等損失引当金 1,364,968  
減 損 損 失 累 計 額 109,188  
関係会社事業損失引当金 954,384  
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 134,940  
そ の 他 37,154  
繰延税金資産小計 6,104,766  
評 価 性 引 当 額 △ 2,357,873  
繰延税金資産合計 3,746,892  

(繰延税金負債)   
特 別 償 却 準 備 金 5,760  
そ の 他 1,210  
子 会 社 株 式 評 価 差 額 511,208  
繰延税金負債合計 518,179  
繰延税金資産の純額 3,228,713   

 

棚 卸 資 産 評 価 否 認 額 171,880  
貸倒引当金損金算入限度超過額  3,184,041  
未 払 事 業 税 否 認 額 39,084  
退職給付引当金繰入限度超過額 180,479  
海外投資等損失引当金 1,398,172  
その他投資等評価否認額 4,913  
減 損 損 失 累 計 額 109,188  
関係会社事業損失引当金 954,384  
そ の 他 27,453  
繰延税金資産小計 6,069,598  
評 価 性 引 当 額 △ 2,466,657  
繰延税金資産合計 3,602,940  

(繰延税金負債)   
特 別 償 却 準 備 金 6,624  
その他有価証券評価差額金 142,638  
子 会 社 株 式 評 価 差 額 511,208  
繰延税金負債合計 660,472  
繰延税金資産の純額 2,942,468  

 
  
 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の 
負担率との差額の原因となった主な項目別の内訳 

２.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の 
負担率との差額の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.44% 
(調整)  
交際費等損金不算入 61.25% 
住民税等均等割 48.99% 
外国税額控除 △ 14.89% 
利子源泉税 △ 3.85% 
受取配当金益金不算入 △ 7.07% 
土地減損否認額 △ 125.42% 
その他 1.56% 
税効果会計適用後の法人税等負担率 1.01%  

 

税引前当期純損失を計上したため、当該事項の記
載を省略しております。 
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１株当たり情報 
 

当 事 業 年 度 
自 平成 18 年 01 月 01 日 
至 平成 18 年 12 月 31 日 

前 事 業 年 度 
自 平成 17 年 01 月 01 日 
至 平成 17 年 12 月 31 日 

１株当たり純資産額       1,916.00 円 
１株当たり当期純利益        5.18 円 
 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載してお
りません。 

１株当たり純資産額       1,943.33 円 
１株当たり当期純損失       176.70 円 
 
なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、１株当たり当期純損失であり、また新株予約権付社
債等潜在株式がないため記載しておりません。 

 
（注）１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。 
 
 

 

 

当 事 業 年 度 

自 平成 18 年 01 月 01 日 

至 平成 18 年 12 月 31 日 

前 事 業 年 度 

自 平成 17 年 01 月 01 日 

至 平成 17 年 12 月 31 日 

当期純利益又は当期純損失（△）（千円） 
 

86,176 
 

△3,192,147 

普通株主に帰属しない金額（千円） 
 
－ 

 
27,000 

普通株式に係る当期純利益又は 
  当期純損失（△）（千円） 

 
86,176 

 
△3,219,147 

普通株式の期中平均株式数（株） 
 

16,649,409 
 

18,218,651 
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Ⅱ.役員の異動予定（平成 19 年３月 29 日付） 
 

１．新任取締役候補 

取締役   寺田 忠史（現 ＣＳＲ推進室長） 

取締役   堀江 嘉次（現 物流本部長兼物流部長） 

取締役   竹田 憲央（現 国際本部長兼国際管理部長） 

 

２．退任予定取締役 

   田中 俊雄（現 常務取締役広報･ＩＲ管掌） 

 

３．昇格予定の取締役 

専務取締役 後藤 昭治（現 常務取締役生産・技術・物流統轄本部長） 

常務取締役 永田   修（現 取締役管理本部長兼総務部長兼経理部長） 

常務取締役 中村 和弘（現 取締役広報・ＩＲ室長兼ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ担当） 


